
※（　　　　）内は令和２年度の数値です町民１人あたりでみる支出の状況町民１人あたりでみる支出の状況町民１人あたりでみる支出の状況

3,552,728
1,025,166
771,300
714,305
237,487
471,045
476,723
303,638
266,636
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歳入総額 78億1,902万８千円　 歳出総額 75億2,466万７千円

消防費31,423円消防費31,423円土木費144,757円土木費144,757円 災害復旧費37,434円災害復旧費37,434円
（41,515円） （33,779円）（143,606円）

商工費46,772円商工費46,772円
（28,680円）

●町道整備・除雪対策●町道整備・除雪対策
●町営住宅の管理など

●自然災害等による道路・河
　川等の被害の復旧など
●自然災害等による道路・河
　川等の被害の復旧など

●観光協会、  商工会の活動助成●観光協会、  商工会の活動助成
●企業支援　

●消費者保護施策など●消費者保護施策など
●西部広域消防運営経費●西部広域消防運営経費

●消防団の運営●消防団の運営

●自主防災組織育成など

Ⓐ -Ⓑ= 2億9,436万1千円翌年への繰越

議会費15,615円議会費15,615円

63.1％

農林水産業費443,658円農林水産業費443,658円

①地方交付税
②県支出金
③町債
④国庫支出金
⑤地方譲与税等
⑥町税
⑦繰越金
⑧諸収入
⑨その他

依存財源

自主財源

6,300,986

1,518,042

総　額 Ⓐ 7,819,028 

歳入項目の説明

歳出

②総務費
　1,604,105千円
　21.3%

②総務費
　1,604,105千円
　21.3%

⑤農林水産業費
　1,868,687千円
　24.8%

⑤農林水産業費
　1,868,687千円
　24.8%

③民生費
　1,092,466千円
　14.5%

③民生費
　1,092,466千円
　14.5%

④衛生費
　792,084千円
　10.5%

④衛生費
　792,084千円
　10.5%

⑩災害復旧費
　157,670千円
　2.1%

⑩災害復旧費
　157,670千円
　2.1%

⑪公債費
　621,088千円
　8.3%

⑪公債費
　621,088千円
　8.3%

⑨教育費
　383,722千円
　5.1%

⑨教育費
　383,722千円
　5.1%

⑦土木費
　609,717千円
　8.1%

⑦土木費
　609,717千円
　8.1%

⑧消防費
　132,355千円
　1.8%

⑧消防費
　132,355千円
　1.8%

①議会費　65,770千円
　　　　　0.9%
①議会費　65,770千円
　　　　　0.9%

⑥商工費
　197,003千円
　2.6%

⑥商工費
　197,003千円
　2.6%

Ⓑ
75億2,466万
７千円

75億2,466万
７千円

歳入

⑥町税
471,045千円
6.0％

⑥町税
471,045千円
6.0％

⑦繰越金
　476,723千円
　6.1％

⑦繰越金
　476,723千円
　6.1％

⑧諸収入　303,638千円　3.9％⑧諸収入　303,638千円　3.9％
⑨その他　266,636千円　3.4％⑨その他　266,636千円　3.4％

自主財源
1,518,042千円
　　19.4％

自主財源
1,518,042千円
　　19.4％

依存財源
6,300,986千円

80.6％

依存財源
6,300,986千円

80.6％

⑤地方譲与税等
237,487千円
3.0％

⑤地方譲与税等
237,487千円
3.0％

③町債
771,300千円
9.9％

③町債
771,300千円
9.9％

②県支出金
1,025,166千円
13.1％

②県支出金
1,025,166千円
13.1％

①地方交付税
3,552,728千円
45.5％

①地方交付税
3,552,728千円
45.5％Ⓐ

78億1,902万
８千円

78億1,902万
８千円

歳　入項　目

65,770
1,604,105
1,092,466
792,084
1,868,687
197,003
609,717
132,355
383,722
157,670
621,088

①議会費
②総務費
③民生費
④衛生費
⑤農林水産業費
⑥商工費
⑦土木費
⑧消防費
⑨教育費
⑩災害復旧費
⑪公債費

総　額 Ⓑ 7,524,667

歳　出項　目

日南町の令和３年度決算をお知らせします日南町の令和３年度決算をお知らせします

民生費259,370円民生費259,370円総務費380,842円総務費380,842円 衛生費188,054円衛生費188,054円

 15.5％

 8.3％  5.9％

●定例会、臨時会等の開催
●各種研修　●議員報酬 など

（15,154円） （237,447円）（238,980円）（450,915円）（450,915円）

●子育て支援施策
●障がい者支援サービス
●子育て支援施策
●障がい者支援サービス

●保育園の運営・医療費の助成
●児童手当等の支給など

●税、戸籍業務・交通安全対策
●地域防犯対策・広報紙発行
●税、戸籍業務・交通安全対策
●地域防犯対策・広報紙発行

●町有財産整備管理など●町有財産整備管理など

3.0％

0.8％

8.7％

（208,036円）（173,058円）

　（ゴミ処理）
●西部広域行政管理組合委託費●西部広域行政管理組合委託費
　（ゴミ処理）

●各種検診の実施　●各種検診の実施　
●環境対策事業など●環境対策事業など

 8.5％

公債費147,457円公債費147,457円 教育費91,102円教育費91,102円

9.8％ 7.0％

（393,911円）（393,911円）

　　　　●認定農家の育成
　　　　●農業生産者の支援
　　　　●認定農家の育成
　　　　●農業生産者の支援
●農地の管理　●鳥獣被害対策
●森林環境保全事業 など
●農地の管理　●鳥獣被害対策
●森林環境保全事業 など

（160,815円）

　　　　　●小中学校の運営
　　　　　●生涯教育の推進
　　　　　●小中学校の運営
　　　　　●生涯教育の推進
●図書館・美術館の運営

●各種スポーツ大会の開催など

（96,854円）

普通会計の歳入歳出決算の状況
　令和３年度の普通会計決算は、歳入総額が78億1,902万８千円で、前年度と

比較して３億8,880万６千円（△4.7％）の減額、歳出総額は75億2,466万７千円で、

前年度と比較して２億644万５千円（△2.7％）の減額となりました。

　令和３年度は、引き続き新型コロナウイルス感染症への対応・対策を最優先と

した事業を実施した１年でした。令和４年２月には日南町キャッシュレス決済事

業がスタートし、全町民に電子マネー機能付きポイントカード「たったもカー

ド」を配布しました。また、コロナ禍により打撃を受け続ける町内の飲食店や小

売店を支援し、町民の暮らしを支え低迷する経済活動を底上げするため、全町民

にたったもカードの「スペシャルポイント」を付与するなど、経済対策事業を実

施しました。

　林業振興については、平成30年度の実施設計以来継続してきた木材団地の拡張

造成工事が完了し、林業成長産業化の中核を担う団地が完成しました。また、町

森林組合が実施するコンテナ苗育苗施設整備事業に対して助成を行い、林業の町

の活性化に大きく貢献する新しい拠点が生まれました。

特集1　令和３年度決算報告

④国庫支出金
714,305千円
9.1％

④国庫支出金
714,305千円
9.1％

①地方交付税：計画的な運営を保障するために、国税のう
　ち、所得税、法人税、酒税、消費税及びたばこ税のそれぞ
　れ一定割合の額を、国が地方公共団体に対して交付する税
②県支出金：県が行うべき事業を町へ委託する場合や、町
　が行う事業に対して一定の割合で県が補助する場合に交付
　されるもの
③町　債：国や県、金融機関などからの借り入れ
④国庫支出金：国が地方公共団体に対して支出する負担金、
　委託費、特定の施策の奨励又は財政援助のための補助金等
⑤地方譲与税等：国税として徴収し、そのまま地方公共団
　体に対して譲与する税
⑥町　税：町民税・固定資産税等
⑦繰越金：前年度の余剰金が繰越されたもの
⑧諸収入：①～⑦、⑨に属さない収入
⑨その他：分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入､
　　　　　　寄附金、繰入金

歳出項目の説明

①議会費：議会の運営等に必要な経費
②総務費：町の全般的な管理等にかかる事務経費等
③民生費：住民一人ひとりに一定水準の安定した生活を保
　　　　　障するための経費
④衛生費：住民一人ひとりに健康で衛生的な生活ができる
　　　　　ようにするための経費
⑤農林水産業費：農林水産業の振興等の経費
⑥商工費：商工業の発展や観光事業のための経費
⑦土木費：道路や公園、住宅などの整備に必要な経費
⑧消防費：消防活動にかかる経費
⑨教育費：学校教育等にかかる経費
⑩災害復旧費：災害復旧のために必要な経費
⑪公債費：あらゆる事業の実施のための資金として借入し
　　　　　　たお金の元金・利息分を返済するもの

●町が借りたお金
　の返済に充てら
　れます。

（単位：千円） （単位：千円）

依存財源とは：国または都道府県からの交付または
　　　　　　　  その意志決定による財源
自主財源とは：自治体が自主的に調達できる財源

12.6％


